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は じ め に 

 

このハンドブックは、後見人等になられる方を対象に、後見人等の責任や義務、職

務の具体的な内容などについてまとめたものです（ただし、財産管理の部分について

は、成年後見人のほか、財産管理に関する代理権が付与されている保佐人・補助人を

対象としています。）。後見人等になられたときには、このハンドブックを必ず最後

までお読みください。後見人等の職務を行う中で疑問が生じた場合に再読されると、

理解のもとになることがありますので、職務が終了するまで、このハンドブックは大

切に保管してください。 

成年後見制度は、判断能力が十分でない人を法律的に保護して支援する制度です。

後見人等の責任は重大で、財産管理に関しては、特に厳格な運用が求められます。し

たがって、本人（成年被後見人、被保佐人、被補助人のことをいいます。）に損害を

与えた場合には、「民事上の損害賠償責任」を負うことになります。さらに、悪質で

あると判断された場合には、「刑事上の責任（業務上横領による逮捕・勾留・懲役な

ど）」が問われることもあります。 

 繰り返しますが、このハンドブックを熟読し、後見人等の職務について十分ご理解

された上で、後見人等の役割を適正に遂行して、判断能力が十分でない本人の支援に

努めてください。 

   なお、選任後の後見等事務で分からないことがありましたら、選任の審判を受けた

家庭裁判所（「名古屋家庭裁判所及び各支部一覧」）【別紙１】にお問い合わせくだ

さい。 



－２－ 
 
 
 

～ 手続の流れ図 ～ 

 

 

○ 後見人等が選任されます。「審判書謄本」を申立人、本人及び後見人等に送 

  付します。 

      （約２週間） 

○ 後見人等が「審判書謄本」を受け取ってから２週間が経過した後に審判が 

  確定します。     

 

（約２週間） 

○ 審判確定後、さらに約２週間（審判から約４週間）が経過すれば、後見人 

等であることの証明書である登記事項証明書を法務局でとることができます 

  （Ｑ１９参照）。 

   （審判から約７週間） 

       ○ 「事務連絡（初回報告について）」に記載された期限までに、「後見等事 

務報告書（初回報告）」を提出しなければなりません（Ｑ５参照）。 

 

                ○ 後見人等から定期的に財産管理状況等の報告を受け、後見等事務に問題が 

ないかを家庭裁判所が監督します。 

                  これを「後見等監督」と呼びます。 

                ○ 具体的には、毎年、決められた時期までに、自主的に裁判所へ報告書等を 

提出しなければなりません。 

                ○ 報告期限や報告に必要な書類については、「自主報告についての事務連絡」 

（黄色用紙）及びＱ１３を参照してください。 

                ○ 後見等監督は、本人が亡くなるか、判断能力が回復して後見等開始の審判

の取消審判を受けるまで続きます。 

 

 

 

 

○ ご本人の死亡により、後見人等としての職務が終了することになります。 

○ 終了後の事務については、Ｑ１８を参照してください。 

審 判 

審判確定 

（１年後） 

 
 
 
   （１年後） 

 

 

 
 （１年後） 

 
 

後見等事務報告書
(初回報告)の提出 

登記 

後見等事務報告書
（定期報告）の提出 

裁
判
所
に
よ
る
監
督
□
後
見
等
監
督
□ 

ご本人の死亡 

(後見等事務終了) 

後見等事務報告書
（定期報告）の提出 

後見等事務報告書
（定期報告）の提出 
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  添付資料 別紙一覧表 

       【別紙１】～【別紙２１】 
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 Ｑ１ 後見人等の職務と責任  

  このたび後見人等に選任されましたが、後見人等は、具体的に何をすれば良いです

か。責任を問われるような場合はありますか。  

Ａ 後見人等は、本人の身上保護に関する法律行為と財産管理を行います。また、行った

職務の内容を家庭裁判所に報告します。 

 

 １ 本人は、認知症、知的障害、精神障害などの原因により判断能力を欠くため、自分

の財産を適切に管理することができませんし、治療や介護を受ける契約を自分で結ぶ

ことができません。そこで、本人に代わって、その役割を果たす人が必要になります。

それが後見人等です。このように、後見人等は本人にとってなくてはならない存在で

す。 

 家庭裁判所は、このような目的から、本人の生活や財産の状況、本人との関係、後

見人等候補者の状況など、さまざまな事情を考慮した上、本人のために誠実に、かつ

責任をもって、その職務を果たすことができる方を後見人等に選任しています。 

 ２  身上保護に関する法律行為とは、本人の生活や健康、療養等に関する行為のことで

す。例えば、本人の住居の確保、生活環境の整備、施設の入退所契約、本人の治療や

入院の手続などがこれに当たります。 

     財産管理とは、本人の財産内容の正確な把握、年金の受領、必要な経費の支出とい

った出納の管理、預貯金の通帳や保険証書などの保管などを行うことをいいます。 

 ３ 本人のために必要な費用（生活費、入院費、施設費、税金、社会保険料等）は、本

人の財産から支払って構いません。ただし、あらかじめ予算を立てた上で、毎月決め

られた額を引き出し、その中でやりくりしてください。予想外の出費のため、予算内

でまかなえない場合は、必要に応じて家庭裁判所に相談してください（Ｑ９参照）。 

 ４ 財産管理の方法として、本人についての金銭出納帳（普通のノートでもかまいませ
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ん。）（Ｑ６参照）に記載するとともに、領収書が発行される場合は、領収書を保管

してください。 

５ 後見人等は本人の財産を管理するために、財産管理に関する代理権を与えられてい

ますが、後見人等と本人の利益が相反する場合には、公正な代理権の行使を期待でき

ません。そこで本人の利益を保護するため、家庭裁判所の選任した特別代理人（臨時

保佐人、臨時補助人）が代理権を行使しなければならないと定められています。 

例えば、後見人等と本人が共に相続人である場合の遺産分割のほか、後見人等と本

人との間の賃貸借契約や売買契約なども利益相反行為になり、特別代理人（臨時保佐

人、臨時補助人）の選任が必要となります（Ｑ１４参照）。 

 ６  後見人等はその職務の重要性から、重い責任が課せられています。そのため後見人

等に不正な行為、著しい不行跡、その他後見等の任務に適さない事由があるときには、

家庭裁判所が後見人等を解任することがあります。 

  解任の理由となる行為は、「後見人等が本人の財産を私的に借用、流用したりする

行為」、「後見人等としての信用、信頼を失墜させるような行為」、「後見人等の権

限を濫用する行為」、「適当でない方法で財産を管理する行為」、「財産管理の任務

を怠る行為」などです。 

 ７ 後見人等は、本人のために、十分な注意を払って、誠実にその職務を遂行する責任

を負っていますので、故意又は過失により本人に損害を与えた場合には、賠償しなけ

ればなりません。 

 なお、悪質な場合は、業務上横領等の刑事責任を問われることもあります。 

 ８ 後見人等の仕事は、本人の適切な身上保護や財産管理を目的としていることから、

後見人等は、必要に応じて家庭裁判所に連絡や相談をするだけでなく、家庭裁判所（後

見等監督人が選任されている場合は後見等監督人）の後見等監督を受ける義務があり

ます。後見等監督とは、後見人等の仕事が適正にされているかどうかを確認するため、

家庭裁判所が、後見人等に対して、後見等事務の遂行状況について報告を求めたり、

調査を行ったりすることです。 
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そのため、後見人等は、普段から本人の財産状況や生活状況をきちんと把握してお

く必要があります。 
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 Ｑ２ 後見人等の最初の仕事  

  後見人等として、まず一番初めにするべき仕事は何ですか。 

Ａ まず、速やかに本人の財産内容を把握して「財産目録」（Ｑ３参照）を作成してくだ

さい。そして、本人の「収支予定表」（Ｑ４参照）を作成し、概ね１か月以内に、「後

見等事務報告書（成年後見人・保佐人・補助人用 初回報告）」とともに、これらを家

庭裁判所に提出してください。 

 

１ 後見人等の最初の仕事は、本人の財産内容を正確に把握することです。後見人等が

本人の財産を管理するためには、その財産の内容を知ることが必要となります。資産

（預貯金、不動産、生命保険、有価証券、現金等）、収入（年金、給与、賃料収入等）、

支出（生活費、入院費、施設費、税金、社会保険料等）、負債など、どのようなもの

があるかを調査し、財産目録（Ｑ３参照）を作成してください。 

２ もし、後見人等以外の方が本人の財産を管理しているような場合には、速やかに財

産の引継ぎを受けてください。その上で、本人に必要な費用について１か月にどの程

度かかるか、収支予定表（Ｑ４参照）を作成してください。 

３ 詳細については、「Ｑ５ 初回報告」を参照してください。  
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 Ｑ３ 財産目録  

  財産目録にはどのようなことを書けば良いですか。  

Ａ 「財産目録」とは、本人の預貯金、生命保険、株券などの有価証券、不動産、負債、

その他について、本人の資産の内容を個別具体的に記載した一覧表のことです。後見人

等に選任されたら、財産状況を調査し、この一覧表を作成してください。 

 

１ 財産管理は、後見人等の最も重要な仕事です。そのため、後見人等は、本人の財産

内容を把握し、対外的に明らかにするために、財産目録を作成しなければなりません。

提出期限は、後見人等に選任されてから概ね１か月以内です。選任の審判書謄本を交

付する際に、具体的な提出期限をお知らせします。 

   なお、後見等監督人（成年後見監督人、保佐監督人、補助監督人）が選任されてい

る場合、財産目録の作成には後見等監督人の立会が必要になります。 

２ 財産目録は、例えば、預貯金であれば、金融機関名・支店名・口座番号・預貯金の種

類・最新の残高について、通帳又は証書ごとに列挙します。 

記載例【初回報告は別紙２－２、定期報告は別紙２－３】を参考にしてください。 

３ 今後、定期的に行われる後見等監督（Ｑ１、Ｑ１３参照）でも、財産目録の作成

をお願いすることとなります。  
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 Ｑ４ 収支予定表  

  収支予定表はどのように作成すれば良いですか。 

Ａ 「収支予定表」は、後見人等が、本人の財産を適正に管理するために、本人にかかる

毎月（毎年）の収入・支出を把握することを目的として作成する書類です。 

 

 １ 後見人等は、本人の生活水準を保ちながら、本人の財産を適正に管理する責任を負

います。財産管理は長期にわたることも考えられますので、計画的な管理を意識する

必要があります。 

 後見人等は、本人の収入（年金、給与、賃料収入等）と支出（生活費、入院費、施

設費、税金、社会保険料等）を把握し、本人の生活がその収入の範囲内でやりくりで

きるのか、毎月どの程度余裕があるのか、あるいは、預貯金を取り崩さないと生活を

維持できないのかに留意してください。そして、その結果を収支予定表の収入及び支

出欄に記入してください。 

 記載例【別紙４－２】を参考にしてください。 

２ 記載金額は、月額概算を記載してください。 

   例えば、年金は通常２か月ごとに支給されますので、その半額が１か月の収入とな

ります。また、固定資産税のように、支払いが毎月でないものは、年額を月数で等分

したものが月額となります（小数第一位切り上げ）。 

 さらに、入院費のように、その月によって金額が違うようなものは、過去の実績を

見て、平均的な金額を算出してください。 

３  今後、定期的に行われる後見等監督（Ｑ１、Ｑ１３参照）でも、収支予定表の作成

をお願いすることとなります。前回提出の収支予定表（コピーを手許に残してくださ

い。）から、月々の定期収入又は定期支出に変化があった場合は、変化があったこと

が確認できる資料を提出してください。 
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 Ｑ５ 初回報告  

  「初回報告」の報告書作成の際に、気を付けるべきポイントを教えてください。 

Ａ  後見人等の最初の仕事は、本人の財産内容を正確に把握することです。速やかに本人

の財産内容を把握して、「財産目録」（Ｑ３参照）及び「収支予定表」（Ｑ４参照）を

作成してください。そして、「事務連絡（初回報告について）」に記載された提出期限

までに、これらの書類と通帳の写しなどの裏付け資料を添付して、家庭裁判所に提出し

てください。 

 

１ 提出時期 

「事務連絡（初回報告について）」に記載された提出期限までに提出してくださ

い。 

期限までに提出できない場合は、連絡票（Ｑ９参照）【別紙５－１】を用いて家庭

裁判所に連絡してください。連絡票には、必ず、①提出が間に合わない理由、②提出

が可能になる見込みの年月日を記入してください。 

２ 提出方法 

   選任の審判を受けた家庭裁判所（「名古屋家庭裁判所及び各支部一覧」）【別紙

１】宛に、郵送又は直接持参してください。 

３ 必要書類 

 （１） 後見等事務報告書（成年後見人・保佐人・補助人用 初回報告）【別紙６－ 

１】 

 （２） 財産目録【別紙２－１】（Ｑ３参照） 

 （３） 収支予定表【別紙４－１】（Ｑ４参照） 

 （４） （相続財産がある場合）相続財産目録【別紙３－１】 

     【別紙３－２】を参考に記載してください。 

（５） 添付資料 

「事務連絡（初回報告について）」に記載された注意点をよくお読みいただ
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き、同書面に記載された資料のコピーを提出してください。 

 ４ 作成時の注意点 

（１） 後見等事務報告書（成年後見人・保佐人・補助人用 初回報告） 

     書式中に記載されている説明や注意事項をよくお読みいただき、記載例【別紙

６－２】を参考に作成してください。 

書式に書ききれない場合は、書式をコピーして追加記載用に使用したり、「別

紙のとおり」とし、適宜別紙を作成してください。 

（２） 財産目録 

ア 本人が現在所有している財産全てを、記載例【別紙２－２】を参考に作成して

ください。 

     該当する財産がない場合は、「当該財産はない」にチェックをしてください。 

 通帳、預金証書や保険証券等で紛失しているものがある場合には、必ず再発行

申請し、「事務報告書（初回報告について）」記載の提出期限までに、手元で保

管できるようにしてください。再発行したものについては、財産目録に計上する

とともに、コピーを資料として添付してください。 

イ 財産が多く、書式に書ききれない場合は、書式をコピーして追加記載用に使用

してください。 

ウ 財産管理は今後も続きます。本人の全ての財産について、その内容を証する資

料（通帳、預金証書、保険証券、株式・投資信託等の取引残高報告書、不動産登

記簿謄本、固定資産評価証明書、借入金明細等）が手元にあるか、必ず確認して

おいてください。 

（３） 収支予定表 

ア 収入 

   （ア） 本人のすべての収入（年金や株式・投資信託の配当金も収入です。）を把

握し、記載例【別紙４－２】を参考にして、「名称・支給者等」、「金額（年

額・月額）」、「入金先口座・頻度等」をそれぞれの欄に記載してください。
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記載するときは、必ず金額が分かる資料を見ながら書くようにしてください。

年金であれば、年金額通知書や口座への入金額を見ながら書くようにしてく

ださい。年金は２か月分が入金されますが、収支表の「月額」の欄は１か月

あたりの収支を記載するものなので、必ず２分の１をかけた１月あたりの金

額を記載してください。 

（イ） 空欄には、株式・投資信託等の配当金、親族からの援助、介護給付費等、

給与・年金・賃料収入以外の収入が本人にある場合に記載してください。 

   （ウ） 現金で受け取っている収入がある場合は、必ず、金銭出納帳（Ｑ６参照）

を作成して、金銭出納帳にも計上してください。 

イ 支出 

（ア） 本人の毎月の生活にかかっている費用を把握し、記載例【別紙４－２】を

参考にして、「品目」、「金額（年額・月額）」、「引落口座・頻度・支払

方法等」をそれぞれの欄に記載してください。記載するときは、必ず金額が

分かる資料を見ながら書くようにしてください。申立時に提出していない資

料を参考にした場合には、その資料のコピーを添付してください。 

なお、後見人等がその仕事を行う上で必要な費用（後見事務費：Ｑ８参照）

も収支予定表に含めてください。ただし、後見人等の報酬（Ｑ１６参照）は

後見事務費には含まれませんので、収支予定表に含めないでください。 

   （イ） 「引落口座・頻度・支払方法等」には、支払方法（口座自動引落、現金払

い等）、年払い費用について年払いの旨・年払金額等を記載してください。 

（ウ） 現金で支払っている費用がある場合には、金銭出納帳（Ｑ６参照）を作成

して、金銭出納帳にも計上してください。また、口座自動引落にできる支出

は、可能な限り自動引落にしてください。 

（４） 資料のコピーの取り方 

資料のコピーは、拡大・縮小せずに、Ａ４の用紙でとってください。余白は切

り取らないでください。Ａ４で収まりきらない場合は、Ａ３の用紙でコピーをと
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ってください。「コピーの取り方」【別紙７】を参考にしてください。 

（５） その他 

ア 家庭裁判所に提出していただく書類については、必ず、ご自身の控え用にコ

ピーをとり、保管しておいてください。家庭裁判所からの問い合わせに役立ち

ますし、次回報告時に、前回の報告内容の確認に用いることができます。 

なお、家庭裁判所に提出していただいた事務報告書、資料等は、返却するこ

とはできません。一定期間経過後に廃棄処分しますので、事務報告書の控えや

資料の原本等については、各自で整理・保管しておいてください。 

イ 申立て以降に変更があった部分や、新たに生じた事項等については、事務報

告書に詳しく記載してください。 

ウ 事務報告書提出後、本人の身上及び財産管理状況に大きな変化等があった場 

合には、事務報告書の提出とは別途、連絡票（Ｑ９参照）【別紙５－１】を

用いて、家庭裁判所にご連絡ください。  
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 Ｑ６ 本人の収入・支出の管理  

  本人の収入・支出は、どのように管理すれば良いですか。 

Ａ 本人の収入・支出を、後見人等や第三者の収入・支出と区別し、「金銭出納帳」を作成し、

管理してください。また、個々の収支を裏付ける領収書、レシート等を残しておいてください。 

 

１ 後見人等に選任された方は、後見人等となった以上、本人の財産は、あくまで「他

人（別人）の財産」であるという意識を持っていただく必要があります。後見人等や

第三者の財産と本人の財産とを混同しないようにしてください。 

ある財産が本人のものか後見人等のものか明らかでない場合でも、後見人等の勝手

な判断で、本人名義の財産を後見人等名義に変更したりせず、その財産の管理方法に

ついて、家庭裁判所に相談してください（Ｑ９参照）。 

２ 本人の財産を現金で管理することは、後見人等自身の現金と混ざるおそれがあった

り、使途を確認することが困難であったり、盗難や紛失のおそれがあったりするなど、

さまざまなリスクが伴います。したがって、本人の財産を現金で保有・管理すること

は可能な限り避け、必ず預貯金口座で保管するようにし、支出については可能な限り

口座から自動引落にする手続をしてください。 

やむを得ず、現金を保管する場合には、数万円程度にとどめるとともに、記載例【別

紙８－２】に従って、「金銭出納帳」【別紙８－１】（コピーして使用してください。）

を作成してください。様式は問いませんので、普通のノートを使っていただいても構

いません。なお、以下の「金銭出納帳作成上の注意」も参考にしてください。 

金銭出納帳作成上の注意 

   ① 計上するものについて 

       金銭出納帳に計上する“収入”は、本人の預金口座から引き出した現金、現金

で受け取った生活保護費・株式の配当金などの「現金」です。本人の預金口座に
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直接入金される金銭（例えば、口座振込で受領している年金等）を計上してはい

けません。 

     金銭出納帳に計上する“支出”は、上記「現金の使途」です。預金口座から自

動引落になっている支出（例えば、自動引落の施設利用料・税金等）や本人預金

口座から支払先口座へ振り込んだ支出を計上してはいけません。 

     また、金銭出納帳に記載すべき収入・支出が発生した後、期間が経ってしまう

と、記憶が不確かになり、使途が不明になる危険が高まります。速やかに金銭出

納帳に計上するように注意してください。 

   ② 支出した費用の領収書等について 

     金銭出納帳は、本人の現金の使途を記載したものであり、金銭出納帳自体が領

収書に代わるものではありません。必ず領収書等、使途を裏付ける資料を保管し

ておいてください。 

   ③ 残高について 

     初回報告（Ｑ５参照）作成時、毎年の定期報告（Ｑ１３参照）作成時に、金銭

出納帳の最新の残高を、財産目録の現金欄に計上してください。    

３ 金銭出納帳や領収書等は、必要に応じて家庭裁判所に提示してもらったり、後見人

等の任務が終了した際には、後見人等から本人の相続人に報告することになりますの

で（Ｑ１８参照）、項目ごとに整理して、保管しておいてください。（家庭裁判所に

報告いただいた書類は、家庭裁判所で一定期間保存した後、廃棄処分されます。） 

４ 前記１で説明したとおり、後見人等が管理するのは、あくまで別人である本人の財

産です。本人に自らの財産を管理する能力がないため、本人の利益を確保するために

後見人等が財産管理を代行するだけですので、たとえ後見人等であっても、別人であ

る本人の財産を思い通りに処分することはできません。 

例えば、本人が死亡した後のことを想定して相続税の負担軽減をはかる行為は、相

続人のためのものであり、本人の利益と直接結びつくものではありません。後見等開

始後、①本人の財産をその推定相続人等に生前贈与する行為、②本人に債務を負担さ
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せたり、本人名義の不動産に担保権を設定したりする行為は、原則として許されませ

ん。 

債務負担や担保権設定の具体例 

① 本人を借金の保証人にする。 

   ② 本人名義の土地に賃貸用マンションを建築する目的で、本人を借主として金融

機関から建築資金を借り入れる。 

③ 本人名義の不動産を担保物件として提供（抵当権を設定）する。 

５ 本来は本人が受領するべき金銭（保険金、不動産売却代金等）が後見人等名義の

口座に振り込まれた場合には、後見人等が本人に代わって一時的に金銭を受領した

にすぎず、受領後は本人名義の財産として取り扱う必要がありますので、必ず本人

名義の口座に移して管理してください。  
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 Ｑ７ 預貯金の管理の仕方  

 １ 本人名義の預貯金がありますが、後見等が開始された後、口座の名義を変える

必要がありますか。 

 ２ 預貯金を利回りの良い方法で運用してもよいでしょうか。 

Ａ１ 変える必要はありません。通帳の名義は本人としてください（後見人等や家族の名

義にしてはいけません。）。 

Ａ２ たとえ金利が低くても、元本が保証される安全確実な方法で管理してください。リ

スクを伴う金融商品を購入したり投資を行うことは、後見人等の行う財産管理として

はふさわしくありません。 

 

 １ 選任の審判確定後、金融機関に後見人等の届出をしてください。金融機関から後見

人等であることの証明を求められた場合については、Ｑ１９を参照してください。 

２ 通帳の名義は本人としてください。金融機関等からの求めによりやむを得ず名義を

変える場合は、名義を「成年被後見人○○△△成年後見人□□××」（成年後見人の

場合）としてください。これは、後見人等の財産と本人の財産を明確に区別する必要

があるからです。 

ただし、金融機関によって取扱いに違いがあるかもしれませんので、個別のケース

では各金融機関に相談してください。 

３ 残高の少ない口座が多数あるなど、管理上支障がある場合は、口座をまとめること

をお勧めします。 

４ 後見人等は、本人の心身の状態や生活状況に配慮しながら、本人の財産を管理しな

ければなりません。すなわち、危険を冒して投資で収益を図るよりも、安全確実な方

法が求められることになるでしょう。 

   万一、損害が発生した場合は、後見人等を解任される可能性があるばかりでなく、
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新しい後見人等から損害賠償を請求される可能性もあります。 

５ ペイ・オフ対策については、家庭裁判所はその金融機関が破綻するかどうか判断

できませんので、後見人等が判断することになりますが、本人の財産を安全確実に

管理することを常に心がけてください。  
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 Ｑ８ 本人の財産から支出できるもの  

  本人の財産から支出可能な費用には、どのようなものがありますか。  

Ａ 本人自身の生活費のほか、本人が扶養義務を負っている配偶者や未成年の子などの生

活費、本人が負っている債務の弁済金、後見人等がその職務を遂行するために必要な経

費などがあります。 

 

１ 本人自身の食費、被服費、医療費等、本人自身の生活に必要な費用については、本

人の財産から支出することができます。また、本人に一定の収入や資産があり、収入

のない配偶者や未成年の子などがいる場合には、本人はこれらの配偶者や子を扶養す

べき義務を負っていることになりますから、その生活費についても、本人の財産から

支出することができます。 

ただし、いずれについても、「本人の収入・資産等に照らして相当と認められる範

囲内で」という制約があります。判断に迷うときは、家庭裁判所に相談してください

（Ｑ９参照）。                    

２ 本人が第三者に対して債務を負っている場合、後見人等は本人の財産から弁済しな

ければなりません。ただし、「債務」といっても、法律的な趣旨があいまいなものも

ありますので、その場合は、弁済する前に家庭裁判所に相談してください（Ｑ９参照）。 

３ 後見等事務費（後見人等がその職務を遂行するために必要な経費のこと）は、本人

の財産から支出して構いません。例えば、後見人等が本人との面会や金融機関に行く

ための交通費、本人の財産の収支を記録するために必要な文房具、コピー代等がそれ

に当たります。 

ただし、これらについても、「支出の必要性、本人の財産の総額に照らして相当な

範囲」に限られますから、注意してください。 

なお、後見等開始の申立費用（手続費用）のうち、印紙、切手、鑑定費用は本人の
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負担、それ以外の費用は申立人負担が原則ですが、そうでない場合もありますので、

開始（選任）の審判書謄本を確認してください。 

４ その他、前記１から３まで以外については、本人の財産からの支出が一切認めら

れないというわけではありません。支出してよいかどうか疑問がある場合には、必

ず事前に家庭裁判所に相談してください（Ｑ９参照）。  
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 Ｑ９ 判断に迷ったときの連絡方法  

  家庭裁判所に相談したいことや報告したいことがある場合にはどうしたら良いです 

か。 

Ａ 後見人等の事務の中で、①必ず家庭裁判所に連絡していただきたい事項と、②判断に

迷うことがあった場合に連絡していただきたい事項があります。 

  家庭裁判所に連絡するときは、「連絡票」【別紙５－１】に記載して提出してくださ

い。 

 

１ 提出方法 

選任の審判を受けた家庭裁判所（「名古屋家庭裁判所及び各支部一覧」）【別紙

１】宛に、郵送又は直接持参してください。（ファクシミリ送信も可能です。） 

２ 必ず連絡すべき事項 

以下の１から３の場合は、必ず「連絡票」【別紙５－１】（コピーして使用してく

ださい。）に必要事項を記入の上、記載例【別紙５－２】を参考に、用件又は連絡事

項を記載して提出してください。ただし、以下の４の場合（本人が死亡したとき）

は、「後見等事務終了報告書」を使用してください（Ｑ１８参照）。 

１ 後見人等又は本人が転居したとき（Ｑ１０参照） 

→ 住民票の異動がなくても、連絡してください。住民票の異動がある場合は住

民票写しを、施設入所の場合は入所契約書のコピーを添付してください。な

お、住民票の異動がある場合は、後見登記事項変更の登記申請（Ｑ１９参照）

も必要です。 

２ 後見人等が死亡したとき 

 → 除籍謄本又は死亡診断書のコピーを添付してください。 

  ※ 事前に、親族のどなたかに家庭裁判所への連絡をお願いしておいてくだ
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さい。 

３ 後見等事務報告書の提出が遅れるとき（Ｑ５、Ｑ１３参照） 

４ 本人が死亡したとき（Ｑ１８参照） 

 → 除籍謄本又は死亡診断書のコピーを添付してください。 

３ 判断に迷った場合等の連絡事項 

本ハンドブックをよくお読みいただいた上で、後見人等の業務遂行の際に判断に迷

った場合や財産管理の内容や事情が大きく変化する場合は、上記１の場合と同様に、

連絡票【別紙５－１】（コピーして使用してください。）に必要事項を記入の上、記

載例【別紙５－２】を参考に、用件又は連絡事項を記載して提出してください。 

連絡票を利用せず、電話でお問い合わせをいただいても、あるいは、突然窓口にお

越しいただいても、すぐに対応することはできませんし、担当者がその場で回答する

ことはできませんので、ご留意願います。 

   家庭裁判所からの回答が必要なものについては、連絡票受付後、１～２週間後に担

当者から電話で連絡します。連絡票には、必ず日中連絡がとれる電話番号を記載して

ください。また、お急ぎの場合は、その旨とお急ぎの理由を記載してください。 

（判断に迷った場合等の連絡事項の参考例） 

１ 保険金、損害賠償金など多額の金銭を受領したとき 

 → 支払い通知書のコピー、判決書・和解調書のコピー、入金先の預貯金通帳の

コピーなどを添付してください。 

２ 遺産分割や相続放棄をするとき 

 → 遺産分割協議書案、相続財産目録、遺産に関する資料（預貯金通帳のコピ

ー、残高証明書、不動産の全部事項証明書）などを添付してください。 

  ※ 後見人等と本人が共に相続人となる場合は、特別代理人（臨時保佐人、臨

時補助人）選任の申立てが必要になります（Ｑ１４参照）。 
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３ 大きな財産（不動産など）を処分するとき 

 → 見積書、査定書、固定資産評価証明書などを添付してください。 

 ※ 本人名義の居住用不動産（本人が現在又は過去に居住した不動産や将来居住

する予定の不動産）を売却したり、賃貸したり、抵当権の設定をしたりするな

どの場合は、居住用不動産処分許可の申立てが必要になります（Ｑ１５参

照）。 

４ １件１０万円以上の商品購入やサービス利用契約、請負契約などをするとき 

 → 見積書、パンフレットなどを添付してください。 

５ 債務を返済するとき 

 → 借用書のコピーなどを添付してください。 

６ 立替金（後見人等や親族が本人の入院費を立て替えた場合など）を精算する 

とき 

→ 領収書のコピーなどを添付してください。 
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 Ｑ１０ 住所の変更があった場合  

  本人や後見人等の住所等に変更があった場合、何かするべきことはありますか。 

Ａ まず、連絡票（Ｑ９参照）【別紙５－１】を用いて家庭裁判所に連絡してください。

その上で、東京法務局に登記事項の変更申請書を提出してください。 

  

本人又は後見人等が転居により住所が変わったり、また、婚姻、離婚、養子縁組な

どにより姓が変わったりすることがあります。その結果、登記されている内容が現実

と異なり、後見人等の仕事をする上で、不都合が生じるおそれがあります。 

したがって、これらの事情が発生した場合には、①家庭裁判所に連絡していただく

とともに、②東京法務局に登記事項を変更するための登記申請書を提出していただき

ます。家庭裁判所への連絡の方法についてはＱ９を、登記事項変更の登記申請につい

てはＱ１９を参照してください。  
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 Ｑ１１ 遺産分割にあたっての留意点  

  本人が相続人の１人である遺産分割協議を行う際に、何か気を付けるべきことは

ありますか。 

Ａ 遺産分割協議に当たっては、遺産に対する法定相続分（民法第９００条参照）が本人

の取得分になります。また、後見人等と本人が共に相続人である場合は、後見人等とな

った方自身の利益と、本人の利益が相反する場合（「利益相反」といいます。）に当た

りますので、遺産分割協議のためには特別代理人（臨時保佐人、臨時補助人）の選任が

必要です。 

 

１ 遺産分割協議では、本人の権利を守るため、原則として法定相続分を確保してくだ

さい。 

２ 相続人の間で意見がまとまらず、分け方が決まらない場合は、家庭裁判所の調停や

審判を利用する方法もあります。 

３ 後見人等と本人が共に相続人である場合は、特別代理人（臨時保佐人、臨時補助

人）選任の申立てが必要になります（Ｑ１４参照）。  
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 Ｑ１２ 本人の財産の処分  

  本人が所有する不動産の処分を行う際に、何か気を付けるべきことはありますか。 

Ａ 本人の財産の処分は、後見人等の責任で行って構いませんが（ただし、居住用不動産

を除く。Ｑ１５参照）、本人に損害を与えないよう、処分の必要性、他の方法の有無、

本人の財産の額などを事前に十分に検討する必要があります。 

 

１ 後見人等は、本人の財産を適正に管理する義務を負いますが、一方で、本人を代理

して財産を処分する権限が与えられています。 

ただ、不動産を売却すると消費されやすい現金になったり、抵当権を設定すれば財

産的価値が減少したりするので、むやみに処分することは望ましいことではありませ

ん。 

２ 本人の財産を処分する必要が生じた場合、後見人等は、自己の責任において本人の

財産を処分することになります。処分に当たっては、その必要性を吟味し、他のより

安全な方法がないかどうか、本人の現在の財産額などを考慮して、本人に損害を与え

ないように注意する必要があります。 

  万一、本人に損害が生じた場合、後見人等は賠償責任を負います。 

３ 売却代金は、必ず本人名義の口座に入金し管理してください（Ｑ６参照）。 

４ 本人の財産が「居住用不動産」に該当する場合については、家庭裁判所の許可が必

要となります（Ｑ１５参照）。 

５ 保佐及び補助の類型の場合には、保佐人又は補助人に本人の財産を処分する代理権

が付与されている必要があります。代理権が付与されているかどうかについては、開

始（選任）等の審判書謄本の記載を確認してください。ご不明な点がありましたら、

家庭裁判所までお問い合わせください。 
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６ 本人の財産を処分するにあたり、後見人等と本人の利益が相反する場合には、特

別代理人（臨時保佐人、臨時補助人）選任の申立てが必要になります（Ｑ１４参

照）。  
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 Ｑ１３ 毎年の定期報告  

  毎年の定期報告書（「後見等事務報告書（成年後見人・保佐人・補助人用 定期

報告）」）の作成の際に、気を付けるべきポイントを教えてください。 

Ａ  選任の審判書謄本に同封して送付した「自主報告についての事務連絡」（黄色用紙）

に記載された報告期限（必着）までに、毎年、自主的に提出してください。 

   期限までに提出がない場合は、事情説明のための出頭を求めたり、任務違反を理由

に後見人等を解任することがあります。期限までに提出できない事情がある場合には、

連絡票（Ｑ９参照）【別紙５－１】を用いて、必ず事前に家庭裁判所に連絡してくだ

さい。 

   また、提出書類に不備がある場合はもちろん、提出された書類を家庭裁判所が検討

した結果によっては、追加資料の提出や事情説明のための出頭を求めることがありま

す。以下の説明をよくお読みいただき、記載漏れや資料の不足がないかを提出前に点

検してください。特に財産の増減額と収支から予想される残高との金額の不一致が大

きい場合は、必ず不備を指摘されますので注意してください。 

 

１ 提出時期 

選任の審判書謄本に同封した「自主報告についての事務連絡」（黄色用紙）に記

載された提出期限（必着）までに、毎年、自主的に提出してください。家庭裁判所

から提出期限の通知はしませんのでご注意ください。 

期限までに提出できない場合は、連絡票（Ｑ９参照）【別紙５－１】を用いて家

庭裁判所に連絡してください。連絡票には、必ず、①提出が間に合わない理由、②

提出が可能になる見込みの年月日を記入してください。 

２ 提出方法 

    選任の審判を受けた家庭裁判所（「名古屋家庭裁判所及び各支部一覧」）【別紙

１】宛に、郵送又は直接持参してください。 
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３ 必要書類 

（１） 後見等事務報告書（成年後見人・保佐人・補助人用 定期報告）【別紙９－

１】（コピーして使用してください。）（以下「事務報告書」といいます。） 

（２） 財産目録（Ｑ３参照）【別紙２－１】（コピーして使用してください。） 

（３） 収支予定表（Ｑ４参照）【別紙４－１】（コピーして使用ください。） 

（４） （相続財産がある場合）相続財産目録【別紙３－１】 

 （５） 添付資料 

    ア 前回報告時から現在までの本人名義の預金通帳、預貯金証書のコピー 

       通帳等の記帳をした上で、支店名、口座番号、名義人が分かるようにして、

前回報告時から現在までの通帳記入部分をコピーしてください。 

      一括記帳されている部分がある場合には、金融機関で当該部分の取引履歴を

入手して、そのコピーを提出してください。 

    イ 本人名義の有価証券等の取引内容、取引残高等に関する報告書（証券会社等 

発行の取引残高報告書等）のコピー 

 ウ 財産目録記載の財産の変動や、収支予定表記載の収入又は支出の変動につい

て、それを基礎付ける資料のコピー 

    エ 臨時の収入又は支出が確認できる資料（領収書等）のコピー（１０万円以上

のもので結構です。） 

    オ 事務報告書記載の項目に該当する場合や、個別に家庭裁判所から提出を求め

られているものがある場合には、当該文書のコピー 

     例：住民票写し、施設入所契約書、各種サービス等の申請書、年金等決定通知

書、遺産分割協議書及び本人取得財産に関する資料、売買契約書及びその

売却費用等の内訳が分かる資料、債務の返済額・返済期間が分かる契約書

等、返済・返金等にかかる領収書等、新たに取得した不動産に係る登記事

項証明書、損害賠償等にかかる示談書、判決書・審判書・調停調書、等 
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４ 作成時の注意点 

（１） 作成の際に各書式をコピーして使用してください。最高裁判所ウェブサイト

（「後見ポータルサイト」）からもダウンロードできます。 

初回報告作成時の注意点（Ｑ５参照）、各書式中に記載されている説明や注

意事項をよくお読みいただき、記載例【別紙２－３、４－２、９－２、相続財

産がある場合は３－２】を参考に作成してください。記載することが多く、書

式に書ききれない場合は、書式をコピーして追加記載用に使用したり、「別紙

のとおり」とし、適宜別紙を作成してください。 

（２） 資料のコピーをとる際には、「コピーの取り方」【別紙７】に従ってくださ

い。 

（３） 以下の書類についても、追加提出を求める場合がありますので、各書類の原

本を手元で保管しておいてください。 

    ア 本人名義の不動産の固定資産税納付書又は評価証明書のコピー 

    イ 前回報告時から現在までの金銭出納帳のコピー   

（４） 家庭裁判所に提出していただく書類については、必ず、ご自身の控え用にコ

ピーをとり、保管しておいてください。家庭裁判所からの問い合わせに役立ち

ますし、次回報告時に、前回の報告内容の確認に用いることができます。 

  なお、家庭裁判所に提出していただいた事務報告書、資料等は、返却するこ

とはできません。一定期間経過後に廃棄処分しますので、事務報告書の控えや

資料の原本等については、各自で整理・保管しておいてください。 

（５） 前回の報告以降に変更があった部分や、新たに生じた事項等については、事

務報告書に詳しく記載してください。 

（６） 事務報告書提出後、本人の身上及び財産管理状況に大きな変化等があった場

合には、事務報告書の提出とは別途、連絡票（Ｑ９参照）【別紙５－１】を用

いて家庭裁判所にご連絡ください。 
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 Ｑ１４ 特別代理人（臨時保佐人、臨時補助人）選任の申立て  

  後見人等である私と本人とは兄弟ですが、先日父が亡くなったので、遺産分割を

行うことになりました。何か気を付けるべきことはありますか。 

Ａ 本人と後見人等が共同相続人として遺産分割協議をする場合や、後見人等が本人の不

動産に抵当権を設定する行為など、本人と後見人等との間で利益相反行為（法律上の利

害が衝突する法律行為）を行う際には、後見人等に代わって、家庭裁判所が選任した別

の人（特別代理人、臨時保佐人、臨時補助人）が本人を代理することが必要です。従っ

て、利益相反行為を行う際には、以下の記載を参考にして、特別代理人（臨時保佐人、

臨時補助人）の選任の手続を行ってください。なお、利益相反行為に当たるか否かが判

然としない場合には、連絡票（Ｑ９参照）【別紙５－１】を用いて家庭裁判所に確認して

ください。 

    
１ 提出方法 

   選任の審判を受けた家庭裁判所（「名古屋家庭裁判所及び各支部一覧」）【別紙

１】宛に、郵送又は直接持参してください。 

２ 申立権者 

   後見人等、利害関係人 

３ 必要書類 

 （１） 特別代理人選任申立書【別紙１０－１】 

    最高裁判所ウェブサイト（「後見ポータルサイト」）からもダウンロードでき

ます。 

 記載に当たっては、記載例【別紙１０－３】を参考にしてください。 

     なお、臨時保佐人及び臨時補助人の選任の申立てについては、専用の書式があ

りませんので、特別代理人選任の書式の「特別代理人」の部分をそれぞれ「臨時
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保佐人」又は「臨時補助人」に、「成年被後見人」の部分をそれぞれ「被保佐人」

又は「被補助人」に訂正してください。 

 （２） 収入印紙及び郵便切手  

「添付書類等一覧表」【別紙１１】を参照してください。 

（３） 申立人及び本人の住民票写し 

      ただし、既に家庭裁判所に提出してあり、記載内容に変更がない場合は不要

です。 

  （４） 特別代理人候補者がいる場合は、同候補者の住民票写し又は戸籍附票 

  （５） 特別代理人候補者がいる場合は、承諾書【別紙１０－２】 

  記載に当たっては、記載例【別紙１０－４】を参考にしてください。 

  （６） 利益相反に関する資料（※申立後、下記書類以外に家庭裁判所から書類の提

出をお願いする場合があります。） 

    ア 遺産分割協議を目的とする場合 

      □ 遺産分割協議書（案） 

      □ 遺産及び遺産の評価額に関する資料 

        ・ 不動産の場合･･･不動産登記事項証明書、固定資産評価証明書 

        ・ 預金の場合･････残高証明書、通帳等のコピー 

    イ 抵当権設定を目的とする場合 

      □ 契約資料（抵当権設定契約書（案）、金銭消費貸借契約書（案）） 

        ただし、抵当権者が保証会社の場合は、さらに保証委託契約書（案） 

      □ 不動産登記事項証明書 

４ 申立後の手続 

 （１） 審理方法 

     書面審理（提出書面のみによる場合、書面照会によりさらに事情をうかがう場

合など）と審問等（家庭裁判所に来庁してもらい、関係者から事情をうかがう場

合）があります。どちらの手続になるかは、事案により異なり、事前にどちらの



- 33 - 

 

手続になるかについてお答えすることはできません。 

なお、特別代理人候補者が必ず選任されるわけではなく、事案によっては弁護

士や司法書士等の専門職の第三者が選任される可能性がありますので、ご了承く

ださい。 

 （２） 審理期間 

     上記のどちらの手続が行われるかによって審理期間が異なります。最短でも３

週間から１か月程度はかかりますので、申立ては、時間に余裕をもって行ってく

ださい。  
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 Ｑ１５ 居住用不動産処分許可の申立て  

  本人が以前住んでいた家を、施設費用捻出のために売却したいと考えています。

何か気を付けるべきことはありますか。 

Ａ 本人の居住用不動産を処分（売却、賃貸、賃貸借の解除、抵当権の設定等）する必要 

がある場合は、事前に、家庭裁判所に居住用不動産処分許可申立てをして、その許可を

得る必要があります。 

 処分を検討している場合は、処分が必要である事情について、予め家庭裁判所に連絡

票（Ｑ９参照）【別紙５－１】を用いて相談してください。 

 申立てのタイミングは契約の一歩手前の段階です。審理には日数を要しますので、契

約予定日は余裕をもって設定してください。  

なお、本人の居住用不動産を処分するにあたり、後見人等と本人の利益が相反する場

合には、特別代理人（臨時保佐人、臨時補助人）選任の申立てが必要になります（Ｑ１

４参照）。 

 

 １ 概要 

本人の居住用不動産とは、本人が生活の本拠として居住するための建物又はその敷

地をいいます。これには、本人が現に住居として使用している場合に限らず、現在は

本人が入院又は施設入所中であっても、その直前まで居住していた建物又はその敷地、

及び近い将来居住予定で建築した建物又はその敷地を含みます。 

   居住環境は本人の心身や生活に多大な影響を与えるものです。そこで、これらの処

分については、特に慎重を期すため、家庭裁判所の許可を得なければならないとされ

ています。したがって、このような場合、後見人等は家庭裁判所に居住用不動産処分

許可の申立てをしなければなりません。 

   「処分」には、売却、賃貸、賃貸借の解除、抵当権の設定のほか、贈与、使用貸借、
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譲渡担保権、仮登記担保権、不動産質権の設定等が含まれます。 

   後見人等が家庭裁判所の許可を得ずに本人の居住用不動産を処分した場合は、その

処分行為は無効となります。 

 保佐及び補助の類型の場合には、保佐人又は補助人に本人の財産を処分する代理権

が付与されている必要があります。代理権が付与されているかどうかについては、開

始（選任）等の審判書謄本の記載を確認してください。ご不明な点がありましたら、

家庭裁判所までお問い合わせください。 

２ 提出方法 

   選任の審判を受けた家庭裁判所（「名古屋家庭裁判所及び各支部一覧」）【別紙

１】宛に、郵送又は直接持参してください。 

３ 必要書類 

（１） 居住用不動産処分許可申立書【別紙１２－１】 

    最高裁判所ウェブサイト（「後見ポータルサイト」）からもダウンロードでき

ます。 

 記載に当たっては、記載例【別紙１２－２】を参考にしてください。 

（２） 収入印紙及び郵便切手  

「添付書類等一覧表」【別紙１１】を参照してください。 

 （３） 添付資料（※申立後、下記書類以外に家庭裁判所から書類の提出をお願いする

場合があります。） 

  ア 売却の場合 

    □ 売却する不動産の不動産登記事項証明書及び固定資産評価証明書 

      ただし、既に家庭裁判所に提出してあり、記載内容に変更がない場合は不要

です。 

    □ 不動産売買契約書（案） 

      契約書（案）とは、必要事項記入後、正式な押印をする一歩手前の書類のこ 

とです。契約書（案）は、不動産の表示、金額、買主の氏名（法人の場合は商
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号・名称）及び住所（個人の場合は住民票上の住所、法人の場合は、本店・主

たる事務所）を正確に記載したものを提出してください。 

    □ 不動産業者作成の不動産価格査定書 

      査定をした不動産業者が買主の場合は、別の不動産業者作成の査定書が必 

要です。 

      査定書の査定価格よりも低い価格で売却する場合には、その理由について 

記載した説明書も添付してください。 

    □ 買主の登記事項証明書（法人の場合）、又は住民票写し（個人の場合） 

   イ 抵当権設定の場合 

    □ 抵当権を設定する不動産の不動産登記事項証明書及び固定資産評価証明書 

      ただし、既に家庭裁判所に提出してあり、記載内容に変更がない場合は不要

です。 

    □ 契約資料（抵当権設定契約書（案）、金銭消費貸借契約書（案）） 

      ただし、抵当権者が保証会社の場合は、さらに保証委託契約書（案） 

     契約書（案）とは、必要事項記入後、正式な押印をする一歩手前の書類のこ

とです。契約書（案）は、不動産の表示、金額、契約の相手方の氏名（法人の

場合は商号・名称）及び住所（法人の場合は、本店・主たる事務所）を正確に

記載したものを提出してください。 

    □ 返済計画案 

   ウ 建物を取り壊す場合 

    □ 取り壊す不動産の不動産登記事項証明書及び固定資産評価証明書 

 ただし、既に家庭裁判所に提出してあり、記載内容に変更がない場合は不要

です。 

    □ 取壊費用の見積書など 

   エ 賃貸借契約の締結又は解除の場合 

    □ 締結の場合（本人の居住用不動産を貸す場合） 
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      賃貸借契約書（案）、賃料額の設定根拠となる資料 

    □ 解除の場合（本人が借りている居住用アパートの賃貸借契約を解除する場合） 

      解除対象となる契約書のコピー又はこれに準ずる書面 

４ 申立後の手続 

（１） 審理方法 

 書面審理（提出書面のみによる場合、書面照会によりさらに事情をうかがう場

合など）と審問等（家庭裁判所に来庁してもらい、関係者から事情をうかがう場

合）があります。どちらの手続になるかは、事案により異なり、事前にどちらの

手続になるかについてお答えすることはできません。 

（２） 審理期間 

     上記のどちらの手続が行われるかによって審理期間が異なります。最短でも２

週間から１か月程度はかかりますので、申立ては、時間に余裕をもって行ってく

ださい。  
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 Ｑ１６ 報酬付与の申立て  

  後見人等には報酬が支払われると聞きましたが、いくらもらえるのですか。 

Ａ 後見人等であれば、親族であっても本人の財産から報酬を受け取ることができます。

報酬を受け取るためには、家庭裁判所に報酬付与の申立てをしてください。報酬額は、

後見人等の事務の内容に応じて判断されます。 

 

１ 概要 

後見人等は、重大な責任と義務を負いますから、その職にある間、又は任務の終了

（Ｑ１８参照）後に、報酬を請求することができます。 

報酬を望む場合は、家庭裁判所に報酬付与の申立てをする必要があります。家庭裁

判所がその申立てを認めて初めて、後見人等は本人の財産から報酬を受けることがで

きます。後見人等の判断で、管理している本人の財産から勝手に差引くことはできま

せん。 

後見人等の報酬は、過去の一定期間の後見等事務を評価して決められるものですの

で、適正な後見等事務がされていることを報告していただく必要がありますし、報酬

の先払いもできません。また、本人の財産から支払われるものですので、請求した時

点で本人に財産がなければ支払われません。 

 報酬額は、管理している財産の額や後見等事務の難易などを総合的に検討し、事案

ごとに家庭裁判所が判断します。家庭裁判所が決めた報酬額に不満がある場合、報酬

が認められなかった場合、いずれの場合にも、不服の申立てはできません。 

報酬を望まない場合には、申立てをする必要はありません。 

２ 提出方法 

   選任の審判を受けた家庭裁判所（「名古屋家庭裁判所及び各支部一覧」）【別紙１】

宛に、郵送又は直接持参してください。 
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３ 必要書類 

（１） 報酬付与申立書【別紙１３－１】（コピーして使用ください。） 

 （２） 報酬付与申立事情説明書【別紙１３－２】及び同別紙【別紙１３－４】（コピ

ーして使用してください。) 

     各書面の記載に当たっては、各記載例【別紙１３－３、１３－５、１３－６】

を参考にしてください。 

（１）及び（２）は、最高裁判所ウェブサイト（「後見ポータルサイト」）か

らもダウンロードできます。 

 （３） 収入印紙及び郵便切手  

「添付書類等一覧表」【別紙１１】を参照してください。 

 （４） 添付資料 

     毎年の定期報告（Ｑ１３参照）の際に必要な書類と同一です。  
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 Ｑ１７ 後見人等辞任許可・選任の申立て  

  事情があり、後見人等を辞めたいのですが、可能でしょうか。また、私が辞め

た後も、後見人等は誰かが引き続きやらなければならないのでしょうか。 

Ａ 後見人等は、正当な事由がある場合に限り、家庭裁判所の許可を得て、後見人等を

辞任することができます。後見人等の辞任許可の申立てと同時に、後見人等の選任の

申立てが必要です。 

 

１ 概要 

後見人等は、本人の権利や財産を守るため、家庭裁判所に適任であると認められ

て選任されたわけですから、後見人等の都合で自由に辞任できることにすると、本

人の利益を守ることができなくなるおそれがあります。そこで、後見人等が辞任す

るには、正当な事由がある場合に限られ、家庭裁判所の許可を得て初めて辞任する

ことができます。正当な事由の例としては、後見人等の病気や高齢のほかに、後見

人等が遠隔地へ転居することになって職務を円滑に行えなくなった場合などが考

えられます。 

  後見人等が辞任した場合は、他に後見人等がいる場合を除いて、辞任した後見人

等は、遅滞なく新たな後見人等の選任を家庭裁判所に請求しなければなりません。

後見人等の辞任許可の申立てと同時に、後見人等の選任の申立てをしてください。 

２ 提出方法 

   選任の審判を受けた家庭裁判所（「名古屋家庭裁判所及び各支部一覧」）【別

紙１】宛に、郵送又は直接持参してください。 

３ 辞任許可申立て 

（１） 申立権者 

後見人等 
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（２） 必要書類 

ア 成年後見人・保佐人・補助人辞任許可申立書【別紙１４－１】 

最高裁判所ウェブサイト（「後見ポータルサイト」）からもダウンロード

できます。 

記載に当たっては、記載例【別紙１４－２】を参考にしてください。 

  イ 収入印紙及び郵便切手  

「添付書類等一覧表」【別紙１１】を参照してください。 

   ウ 申立人の住民票写し、本人の戸籍謄本及び住民票写し 

     ただし、既に家庭裁判所に提出してあり、記載内容に変更がない場合は不

要です。 

   エ 辞任の事由を証する資料（診断書など） 

 （３） 申立後の手続 

     辞任許可がされた場合は、後見人等の任務が終了しますので、これまでに

管理していた本人の財産について、管理の計算をし、新しい後見人等に引継

ぎをしてください（Ｑ１８参照）。 

４ 選任申立て 

（１） 申立権者 

     後見人等、本人、本人の親族、その他の利害関係人 

（２） 必要書類 

ア 成年後見人・保佐人・補助人選任申立書【別紙１５－１】 

最高裁判所ウェブサイト（「後見ポータルサイト」）からもダウンロード

できます。 

記載に当たっては、記載例【別紙１５－２】を参考にしてください。 

  イ 収入印紙及び郵便切手  

「添付書類等一覧表」【別紙１１】を参照してください。  

   ウ 本人の戸籍謄本及び住民票写し 

      ただし、既に家庭裁判所に提出してあり記載内容に変更がない場合は不
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要です。 

   エ 申立人の戸籍謄本（本人との親族関係が分かるもの） 

     ただし、既に家庭裁判所に提出してあり記載内容に変更がない場合は不

要です。 

   オ （候補者が親族の場合）候補者の住民票写し 

   カ （候補者が親族の場合）候補者事情説明書【別紙１５－３】 

      記載に当たっては、記載例【別紙１５－４】を参考にしてください。 

   キ （候補者が親族の場合）親族関係図【別紙１５－５】 

   記載に当たっては、記載例【別紙１５－６】を参考にしてください。 

ク 財産目録、収支予定表及び添付資料 

     毎年の定期報告（Ｑ１３参照）の際に必要な書類と同一です。 

ケ （後見人等が亡くなった場合）後見人等の除籍謄本又は死亡診断書の写し 

（３） 申立後の手続 

    候補者が本人又は後見人等の親族の場合、候補者には、家庭裁判所に備え付

けているＤＶＤ、最高裁判所ウェブサイト（「後見ポータルサイト」）又はそ

の他の説明資料をご覧いただくなどして、後見人等の役割や責任についてご

理解いただきます。また、申立後に、原則として、申立人及び候補者と面接（「受

理面接」といいます。）を行います。 

     なお、誰を後見人等に選任するかは家庭裁判所が事案に応じて判断するた

め、必ずしも申立人が推薦する候補者が選任されるとは限りませんので、予め

ご了承ください。 
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 Ｑ１８ 後見人等の任務の終了  

  後見人等に選任されましたが、後見人等の役目はいつまで続くのですか。ま

た、後見人等の役目を終えるときには何をすれば良いでしょうか。 

Ａ  後見人等の任務は、①本人の死亡、②後見等開始の審判の取消し、③後見人等の

辞任、④後見人等の解任によって終了します。 

  後見人等の任務が終了したときは、後見人等は、それまで管理していた本人の財

産について、管理の計算をしなければなりません。その後、相続人、本人又は新し

い後見人等に財産の引継ぎをしてください。 

 

１ 本人が死亡したとき 

（１） 概要 

     親族が本人の死亡届を市区町村に提出しても、家庭裁判所は、市区町村と

は異なる機関であるため、本人が亡くなったことを知ることができません。

本人の死亡により、後見人等としての職務が終了することになりますので、

速やかに家庭裁判所に連絡してください。 

後見人等が行うべき手続としては、①家庭裁判所に対する手続と、②東京

法務局に対する手続があります。 

（２） 家庭裁判所に対する手続 

選任の審判を受けた家庭裁判所（「名古屋家庭裁判所及び各支部一覧」）

【別紙１】宛に、以下に記載の書類を、郵送又は直接持参してください。 

ア 後見人等が相続人の場合 

（ア） 本人が亡くなった日から２週間以内 

□ 本人の死亡の記載がある除籍謄本又は死亡診断書の写し 

□ 後見等事務終了報告書【別紙１６－１】 

※１ 前回の報告から死亡時までの報告は、家庭裁判所から特に提
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出を求められない限り不要です（後見等監督人が選任されてい

る場合には、後見等監督人の指示に従ってください。）。 

 ※２ 提出された事務終了報告書に対して、家庭裁判所から連絡を

することは原則としてありません。 

（イ） 本人が亡くなった日から２か月以内 

後述の「４ 任務終了後の事務」を参考に、管理していた財産の収

支を計算してください（報酬付与の申立て（Ｑ１６参照）をしない場

合には、家庭裁判所への報告は不要です。後見等監督人が選任されて

いる場合には、後見等監督人の指示に従ってください。）。 

イ 後見人等が相続人でない場合 

（ア） 本人が亡くなった日から２週間以内 

□ 本人の死亡の記載がある除籍謄本又は死亡診断書の写し 

□ 後見等事務終了報告書【別紙１６－１】 

※１ 前回の報告から死亡時までの報告は、家庭裁判所から特に提

出を求められない限り不要です（後見等監督人が選任されてい

る場合には、後見等監督人の指示に従ってください。）。 

※２ 提出された事務終了報告書に対して、家庭裁判所から連絡を

することは原則としてありません。 

（イ） 本人が亡くなった日から２か月以内 

後述の「４ 任務終了後の事務」を参考に、管理していた財産の収

支を計算してください（報酬付与の申立て（Ｑ１６参照）をしない場

合には、家庭裁判所への報告は不要です。後見等監督人が選任されて

いる場合には、後見等監督人の指示に従ってください。）。 

 

（ウ） 本人が亡くなった日から４か月以内 

□ 引継書【別紙１６－２】 

※１ 本人の財産を相続人に引き継ぎ、引継書に後見人等及び相続
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人がそれぞれ必要事項を記載してください。 

※２ 相続人に引継ぎが困難な事情（相続人が受取りを拒否してい

る、相続人のいることが明らかでない、相続人の調査に時間を

要するなど）がある場合には、連絡票【別紙５－１】を用いて

家庭裁判所にご連絡ください。 

（３） 東京法務局に対する手続 

後見等制度を利用していることが東京法務局に登記（登録）されてい

ます。本人が亡くなった場合、後見人等が終了登記の申請をする必要が

あります。本人が亡くなった日から速やかに、東京法務局へ終了登記の

手続をしてください。具体的な申請方法や使用する書式等については、

Ｑ１９を参照してください。 

２ 本人の判断能力が回復して後見等開始の審判が取り消されたとき 

 判断能力が回復して、後見等の必要がなくなった場合には、家庭裁判所に「後

見等開始の審判の取消し」の申立てをしてください。申立てを検討している場

合は、必要書類等についてご案内しますので、家庭裁判所までお問い合わせく

ださい。 

３ 後見人等が辞任するとき、又は解任されたとき 

辞任については、Ｑ１７を参照してください。 

４ 任務終了後の事務 

（１） 管理の計算 

     後見人等の任務が終了してから２か月以内に、それまで行っていた財産

管理の収支について計算をし、後見人等の任務が終了した時点の本人の財

産について、財産目録（Ｑ３参照）を作成しなければなりません。後見等監

督人が選任されている場合は、後見等監督人の立会いが必要となりますの

で、後見等監督人の指示に従ってください。財産目録を作成したら、その結

果を、財産を引き継ぐ相手（次項（２）参照）に報告してください。 

（２） 財産の引継 
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ア 本人が死亡したとき 

     管理していた財産は、相続人のうちのいずれか１人に引き継ぎ、他の相続

人全員に対し、財産を相続人の１人に引き継いだことを通知してください。

なお、あなたが相続人の１人である場合は、他の相続人全員に対し、あなた

が引き続き管理している財産の内容を通知してください。 

イ 本人の判断能力が回復して後見等開始の審判が取り消されたとき 

     管理していた財産は、成年被後見人、被保佐人、被補助人であった本人に

引き継いでください。 

ウ 後見人等が辞任するとき、又は解任されたとき 

  管理していた財産は、新しい後見人等に引き継いでください。 

 ５ 後見人等が死亡したとき 

万一、後見人等自身が亡くなったときは、親族のどなたかが家庭裁判所に連絡

してください。本人の権利保護に支障をきたさないよう、速やかに後任の後見人

等を選任しなければならないからです。新しい後見人等を選任する手続につい

ては、Ｑ１７を参照してください。 

   新しい後見人等への財産の引継ぎは、親族にお願いすることになります。 
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 Ｑ１９ 後見人等であることの証明（後見登記について）  

  銀行で本人のための手続をしようとしたら、後見人等である旨を証明する書

類が欲しいと言われました。どこに、どのようにして発行をお願いすればよい

ですか。 

Ａ 名古屋法務局（支局・出張所を除く）又は東京法務局に登記事項証明書を申請し

てください。場合によっては、家庭裁判所の審判書謄本と審判の確定証明書の提示

が求められることがあります。  

また、本人や後見人等の氏名、本籍、住所が変更された際や、本人又は後見人等

が亡くなった際には、東京法務局への登記申請が必要です。 

 

１  「登記事項証明書」とは 

後見等が開始されると、法定後見の種類、後見人等の氏名、住所、本人の氏名、

本籍、住所などが東京法務局に登記されます。登記された内容を証明するのが

「登記事項証明書」で、これが後見人等であることの証明書になります。 

ご不明な点がある場合には、法務局のホームページを参照されるか、東京法務

局民事行政部後見登録課にお問い合わせください。 

 ２ 登記事項証明書を郵送で申請する方法 

（１） 申請先（東京法務局以外では、郵送での申請はできません。） 

      〒１０２－８２２６ 

      東京都千代田区九段南１－１－１５ 九段第２合同庁舎 

      東京法務局 民事行政部 後見登録課 

      電話０３－５２１３－１２３４（代表） 

        ０３－５２１３－１３６０（ダイヤルイン） 

（２） 申請書類及び添付書類 

ア 登記事項証明申請書【別紙１７－１】 
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  記載に当たっては、記載例【別紙１７－２】を参考にしてください。 

イ 収入印紙：証明書１通につき、５５０円 

ウ 返信用封筒（申請人の宛名を明記の上、返信用切手を貼付した長３サイズ

のもの） 

エ 申請人の本人確認に関する書類の写し 

     （申請人の運転免許証、健康保険証、パスポートなど氏名及び生年月日が

分かる書類の写し） 

オ 添付書類（後見人等が申請する場合は不要） 

後見人等以外が申請する場合は、本人との関係が分かる戸籍謄本等が

必要（登記事項証明申請書を参照） 

３ 登記事項証明書を窓口で申請する方法 

 （１） 申請先 

 名古屋法務局（支局・出張所を除く。） 

    なお、名古屋法務局以外の法務局でも申請可能です【別紙２０】。 

（２） 申請書類及び添付書類 

ア 登記事項証明申請書【記載例１７－１】 

  記載に当たっては、記載例【別紙１７－２】を参考にしてください。 

イ 収入印紙：証明書１通につき、５５０円 

ウ 申請人の確認に関する書類の写し 

       （申請人の運転免許証、健康保険証、パスポートなど氏名及び生年月日が

分かる書類の写し） 

エ 添付書類（後見人等が申請する場合は不要） 

         後見人等以外が申請する場合は、本人との関係が分かる戸籍謄本等が必

要（登記事項証明申請書を参照） 

４ 登記事項変更の登記申請をする方法 

本人や後見人等の氏名、本籍、住所が変更された際（Ｑ１０参照）や、本人又

は後見人等が亡くなった際（Ｑ１８参照）には、変更の申請が必要です。法律上、
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その手続は、家庭裁判所ではなく、後見人等や本人の親族が行うことになってい

ます。登記されている内容が現実と異なると、後見人等の仕事をする上で不都合

が生じるおそれがありますので、忘れずに申請をしてください。なお、住所変更

の場合、変更の申請が必要なのは、住民票を異動した場合です。住民票を異動し

ない居所の変更の場合は必要ありません。 

東京法務局と家庭裁判所は、異なる機関であるため、東京法務局に変更登記

をしても、別途、家庭裁判所に連絡をいただかなければ、家庭裁判所は住所の

変更等を知ることができません。本人の住所（居所の変更を含む。）、本籍や

氏名が変わったり、後見人等の住所（居所の変更を含む。）や氏名が変わった

ときは、連絡票（Ｑ９参照）【別紙５－１】を利用して、家庭裁判所に連絡す

ることも忘れないようにしてください。     

（１） 申請先（※ 東京法務局のみ受け付けています。） 

     前記２（１）のとおり 

（２） 申請書類 

登記申請書【変更登記の場合は別紙１８、終了登記の場合は別紙１９】 

※ 添付書類は登記申請書やホームページなどでご確認ください。 

５ 家庭裁判所で審判書謄本や審判の確定証明書の交付申請をする方法 

（１） 申請先 

     選任の審判を受けた家庭裁判所（「名古屋家庭裁判所及び各支部一覧」）

【別紙１】 

 ※ 申請書【別紙２１】及び手数料（次項（２）参照）が必要です。受付

から交付まで時間がかかりますので、申請をされる際には、事前に電

話連絡いただきますようご協力をお願いします。 

 （２） 手数料 

審判書謄本は、１枚につき収入印紙１５０円 

     確定証明書は、証明事項１つにつき収入印紙１５０円 

     ※  確定証明書は、審判が確定した場合に交付できます（開始審判は、
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後見人等が審判書謄本を受け取ってから即時抗告の申立がなく２週

間が経過したとき。その他選任等審判は、後見人等が審判書謄本を受

け取ったとき。）。 

※ 家庭裁判所では、収入印紙や郵便切手の販売はありません。最寄り      

の郵便局等で購入の上、申請してください。 

 

◇ 法務局ホームページ    

https://houmukyoku.moj.go.jp/homu/static/index.html 

      

 

 ◇ 東京法務局ホームページ   

  https://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/ 

      

 

◇ 東京法務局 「成年後見登記」のページ一覧 

 https://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/category_00006.html 

      

上記ウェブサイトは、法務局が運営しており、裁判所が運営しているものではあり

ません。上記ウェブサイトのアドレスについては、令和７年９月１０日時点のもの

であり、廃止や変更されることがあります。最新のアドレスについては、御自身で

御確認ください。 
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～ 別 紙 一 覧 表 ～ 

 

 

【別紙１】    名古屋家庭裁判所及び各支部一覧 

【別紙２―１】  財産目録 

【別紙２－２】  財産目録記載例（初回報告） 

【別紙２－３】  財産目録記載例（定期報告） 

【別紙３－１】  相続財産目録 

【別紙３－２】  相続財産目録記載例 

【別紙４－１】  収支予定表 

【別紙４－２】  収支予定表記載例 

【別紙５－１】  連絡票 

【別紙５－２】  連絡票記載例 

【別紙６－１】  後見等事務報告書（初回報告） 

【別紙６－２】  後見等事務報告書（初回報告）記載例 

【別紙７】    コピーの取り方 

【別紙８－１】  金銭出納帳 

【別紙８－２】  金銭出納帳記載例 

【別紙９－１】  後見等事務報告書（定期報告） 

【別紙９－２】  後見等事務報告書（定期報告）記載例 

【別紙１０－１】 特別代理人選任申立書 

【別紙１０－２】 承諾書  

【別紙１０－３】 特別代理人選任申立書記載例 

【別紙１０－４】 承諾書記載例 

【別紙１１】   添付書類等一覧表 

【別紙１２－１】 居住用不動産処分許可申立書 

【別紙１２－２】 居住用不動産処分許可申立書記載例 

【別紙１３－１】 報酬付与申立書 
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【別紙１３－２】 報酬付与申立事情説明書 

【別紙１３－３】 報酬付与申立事情説明書記載例 

【別紙１３－４】 報酬付与申立事情説明書別紙 

【別紙１３－５】 報酬付与申立事情説明書別紙記載例１ 

【別紙１３－６】 報酬付与申立事情説明書別紙記載例２ 

【別紙１４－１】 後見人等辞任許可申立書 

【別紙１４－２】 後見人等辞任許可申立書記載例 

【別紙１５－１】 後見人等選任申立書 

【別紙１５－２】 後見人等選任申立書記載例 

【別紙１５－３】 後見人等候補者事情説明書 

【別紙１５－４】 後見人等候補者事情説明書記載例 

【別紙１５－５】 親族関係図 

【別紙１５－６】 親族関係図記載例 

【別紙１６－１】 後見等事務終了報告書 

【別紙１６－２】 引継書 

【別紙１７－１】 登記事項証明申請書 

【別紙１７－２】 登記事項証明申請書記載例 

【別紙１８】   登記申請書（変更登記） 

【別紙１９】   登記申請書（終了登記） 

【別紙２０】   全国の法務局一覧 

【別紙２１】   確定証明等申請書 








































































































































































